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1．はじめに 

 北海道新幹線が平成 28年 3月 26日に開業され，東北，

関東圏と北海道とのアクセスの利便性が向上した．北海

道は札幌や函館といった北海道中心部や道南地方を中心

に，北海道新幹線開業効果に大きな期待を寄せている．

開業の効果を高めるために，新幹線と連携した観光，二

次交通に力を入れており，北海道新幹線開業戦略推進会

議が設立されている．しかし，その一方で，我が国では

少子化と高齢化の同時進行による人口減少が既に始まっ

ており，北海道新幹線の交流人口に与える影響を考慮す

る必要がある． 

そこで本研究では，新函館北斗駅を拠点に，将来的な

都市間アクセシビリティの変化と人口減少に伴う交流圏

人口の変化を把握するため，全国総合交通分析システム

（以下，NITAS），及び国立社会保障人口問題研究所の

地域別将来推定人口を用いて，北海道新幹線開通前後，

及び 2030 年に予定されている札幌延伸時の所要時間と

市町村人口の抽出を行った．これらのデータを用いて，

将来的な人口減少の進行を考慮に入れつつ，北海道新幹

線の新函館北斗，また 2030 年予定の札幌までの開通が，

道内及び道外の都市間アクセシビリティの変化と，潜在

的な交流人口に与える影響について推計した． 

 

２．既存研究のレビュー 

 本研究に関する既存研究として内田ら 1)の北海道新幹

線開業時の需要予測に関する研究や，岸ら 2)の北海道新

幹線札幌延伸時の都市間モビリティ・マネジメントがあ

る．内田らの研究では所要時間に時間価値を乗じて諸要

因を貨幣換算し，運賃と合計した一般費用化の推計を取

り入れた交流量予測が行われている．また岸らの研究で

は環境に配慮する意識と都市間モビリティ・マネジメン

トの効果との関連性を明らかにされている． 

本研究の特徴は，NITAS を用いて抽出した各市町村

への所要時間とそれらの将来人口を基に新幹線開業に伴

う都市間アクセシビリティと潜在的な交流人口の変化を

定量化する点にある． 

 

３．データの概要 

本研究において後述する航空，鉄道の所要時間は国土

交通省が提供する NITAS を用いて抽出する．NITAS は

関東圏
(2016年,2030年)

札幌
(2015年,2016年)

仙台
(2016年,2030年)

札幌
(2030年) さいたま

(2016年
2030年)

 

図-1鉄道総所要時間と累加人口 

 

道路・鉄道・航空・船舶の交通機関の組み合わせたモー

ド横断的な観点で交通体系の分析が可能なシステムであ

る．本研究における経路探索条件として，起終点を新函

館北斗駅と各市町村の役所，役場の間に設定し，アクセ

ス・イグレス手段は自動車(有料＋一般道路)とした． 

 2015年度の所要時間は 2016年新幹線開業前のデータ

を使用した．2016年開業後の所要時間は新函館北斗～

東京間を新幹線開業後のデータに変更した．2030年の

所要時間はさらに新函館北斗～札幌間を新幹線開業後の

ものに変更した． 

将来人口変化に関しては，国立社会保障・人口問題研

究所の「日本の地域別将来推計人口」の 2015年，2030

年のデータを使用した．なお 2016 年度の人口データが

存在しないため 2015年度のデータを使用している． 

 

４．アクセシビリティと累加人口の関係性 

北海道新幹線の開通前後の 300分圏内の市町村の人口

を新函館北斗駅から順に累加した．2015 年，2016 年，

2030 年の変化を図-1 に示す．図-1 より 2015 年と 2016

年を比較すると 120分圏以降からアクセス可能な人口に

差が生じていることから，新幹線の開通が東北圏に影響

を与えていることがわかる．また 260分あたりから急激

に曲線の傾きが急になり，関東圏の人口層がアクセス可

能になりその潜在的交流人口が急激に増加する．260 分

での累加人口を比較すると 2倍以上の差があることがわ

かる．したがって新幹線の新函館北斗駅までの開通によ
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って東北，関東とのアクセス時間はそれぞれ 120 分，

260 分になり，アクセス可能な潜在的人口は特に関東に

おいて 2倍以上になる． 

2016年と 2030年を比較すると，90分圏で大きな人口

の変化がみられる．札幌までの延伸前後で 90 分から

240 分でアクセス可能な人口がおよそ 200 万人上昇する

ことがわかる．これは札幌市まで新幹線が延伸した影響

である．したがって，2016 年の新函館北斗までの新幹

線の開通により，函館周辺から東北圏以南へのアクセス

時間が，2030 年には札幌圏へのアクセス時間も大きく

短縮され，潜在的交流人口も大きな変化がみられること

がわかる． 

次に各市町村で飛行機と鉄道の所要時間が比較する．

各交通手段において 300分以内でアクセス可能な市町村

を表したグラフを図-2,3,4 に示す．円の大きさは人口

減少を反映した各年における市町村人口を表す．2015

年(図-2)と 2016 年新幹線開通後(図-3)を比較すると，対

象となる市町村が大きく増加することから，開通前はほ

とんどの市町村で飛行機の方がアクセス時間が短いこと

がわかる．しかし，新幹線の開通によって 2016 年には

仙台をはじめとする東北の市町村が 180分内に入ったこ

とがわかる．さらに 2030 年札幌まで新幹線が延伸する

と札幌近郊及び札幌の人口も 90分圏内に入る． 

また関東圏へのアクセスに関しては図-3,4 で 45 度線

より下に分布しているため，飛行機の所要時間の方が鉄

道より短いという結果になった．図-1 では，新幹線の

開業により鉄道で 260分圏以降の関東圏における急激な

人口の増加がみられることから，これらの地域からの本

源交通として，北海道新幹線の利用を促す施策とサービ

スを開発することが，北海道と関東間のアクセス手段を

航空から鉄道に転換させるために有効となるだろう． 

 

５．おわりに 

 本研究では，NITAS を用いて北海道新幹線開通前後

及び札幌まで延伸した場合の所要時間を抽出することに

よって，新幹線の開通が道内及び道外のアクセス時間に

どのような影響を与えるかを把握した．新幹線の開業は

新函館と東北，関東のアクセス時間の短縮に繋がった．

特に東北のアクセス時間短縮が目覚ましく，飛行機と比

較した場合においても，開業前は所要時間が鉄道より飛

行機の方が短い市町村が多かったものの，開業後は鉄道

を利用した方が所要時間を短縮できる市町村がほとんど

となった．札幌周辺の市町村においても同様の結果を得

た．また本研究では，関東とのアクセス時間が鉄道より

飛行機の方が短いという結果になった． 

本研究の課題として，平日の可処分時間がある 65 歳

以上の潜在的交流人口との新幹線開通における鉄道，飛

行機の所要時間の比較，また各市町村の人口と観光消費

額の関係を算出し，北海道新幹線がどのような収益を関

係市町村にもたらすかの評価を行うことが必要である． 
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図-2 2015年度の 300分圏内における各市町村の人口 
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図-3 2016年度の 300分圏内における各市町村の人口
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図-4 2030年度の 300分圏内における各市町村の人口 
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